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今月の景気判断 ～新型コロナの影響で厳しい状況にあるが、持ち直している

現状

新型コロナの影響で厳しい状況にあるが、
持ち直している

生産 持ち直している

輸出 増加している

設備投資 持ち直しの動きが見られる

雇用 弱い動きとなっている

賃金 減少している

個人消費 弱い動きがみられる

住宅投資 持ち直しの動きが見られる

公共投資 横ばい圏で推移している

項目

景気全般

【今月のポイント】

 生産（7月）は2ヶ月ぶりに減少。電子部品デ
バイス、電気機械などが減少した。先行きは
半導体不足による組立業種の下振れのリス
クがあるが、基調としては持ち直しが続くと
みられる。

 実質輸出（8月）は2ヶ月ぶりに前月比で増加。
名目輸出の動きをみると半導体電子部品な
どが増加した。

 個人消費は総じて弱い動きが続く。
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生産

7月の鉱工業生産（関西）は前月比ｰ0.9%と2ヶ月ぶりに減少。電子部品デバイス、電気機械などが減少した。

先行きについては、半導体不足などの影響で加工・組立業種などで下振れるリスクがあるが、基調としては
持ち直しが続くと見込まれる。
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輸出

8月の名目輸出額は前年比＋26.2%と6ヶ月連続で増加。地域別では、アジア、米国、EU、その他いずれ
れも増加した。品目別では、半導体等電子部品、プラスチックなどが大幅に増加した。

8月の実質輸出（季節調整値）は前月比＋0.7%と2ヶ月ぶりに増加した。
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（出所）日銀大阪支店「実質輸出入」
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企業景況感（日銀短観）※以下は7/1公表の6月調査。9月調査は10/1公表予定

日銀短観6月調査の業況判断DIは全産業で－5ptと3月調査から改善。製造業は－1pt、非製造業は

－9pt。先行き（9月）については、全産業、製造業は悪化、非製造業は改善が見込まれている。
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設備投資※以下は7/1公表の6月調査。9月調査は10/1公表予定

日銀短観6月調査によると、21年度の設備投資（計画）は前年比＋9.4％と増加が見込まれている。3月調

査時と比べて、製造業、非製造業、全産業いずれも上方修正となった。業種別では製造業は鉄鋼業以外
は増加、非製造業は小売り、対事業所サービス以外は増加の計画となっている。
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個人消費（小売売上、自動車販売）

7月の小売販売額は、前年比＋2.0％と3ヶ月ぶりに増加した（一昨年比では－0.8％）。

8月の新車販売は、半導体の供給不足による生産調整もあって、前年比－2.0％と2ヶ月連続で減少。
一昨年比でも－18.1％と弱い動きとなっている。
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（出所）経済産業省「商業動態統計」

（注）百貨店、スーパー、コンビニ、ドラッグストア、家電量販店、ホームセンターの合計
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（出所）日本自動車販売協会連合会「新車販売台数状況」

全国軽自動車協会連合会「軽四輪車新車販売」
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（出所）経済産業省「商業動態統計」
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個人消費（業態別）
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（出所）⽇銀⼤阪⽀店「百貨店免税売上（関⻄）」
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+35.1%

8月の百貨店売上（大阪）は前年比－11.9% と3ヶ月ぶりに減少した（京阪神免税売上は同＋35.1％）、一
昨年比でも大幅減（－38.0％）が続いており、基調は弱い。
7月の家電は前年の水準が高かったこともあって3ヶ月連続で減少した。
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マインド・景況感

8月の消費者態度指数（季節調整値）は37.1と4ヶ月ぶりに低下した。

8月の景気ウォッチャー調査（現状判断DI）は、前月差ｰ13.5ポイントの36.2と4ヶ月ぶりに大幅に低下した。
8月は新型コロナ感染拡大が進み、2日に大阪、20日に京都、兵庫、27日に滋賀で緊急事態宣言が発令さ
れたことが、景況感の大幅な悪化につながった。
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（出所）内閣府「消費動向調査」

（出所）内閣府「景気ウォッチャー調査」
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賃金・雇用

6月の名目賃金指数は、前年比＋1.3%と4ヶ月連続で増加したが、一昨年比では－2.4％と減少している。

7月の有効求人倍率は1.09倍と前月（1.1）から小幅低下。

21年4-6月期の失業率は3.2％と前期から横ばい。就業者数は減少した。
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住宅投資

7月の住宅着工は季調・年率14.3万戸、前年比では＋11.9％となった。分譲、持家、貸家が増加した。
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（出所）国土交通省「建築着工統計」
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倒産

8月の倒産件数は121件と前年を下回り、低水準で
推移している。

公共投資は均してみると横ばい圏で推移している。

公共投資
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（出所）東日本建設業保証「公共工事前払金保証統計」
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